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«原発の発電量はまた低下原発の発電量はまた低下原発の発電量はまた低下原発の発電量はまた低下… » 

:  2,558 TWh in the World in 2009原子力発電の発電電力量：2兆5580億kWh(2009年）
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Source: IAEA-PRIS, MSC, 2010
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世界の原発の新規運転基数と廃止基数世界の原発の新規運転基数と廃止基数世界の原発の新規運転基数と廃止基数世界の原発の新規運転基数と廃止基数

（1956年から2010年9月10日まで）
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Source: IAEA-PRIS, MSC, 2010
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世界の新規原子力開発の現状

6新大綱策定会議資料

国内メーカーの建設受注の推移
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建設費

億円

原子力産業協会の資料を基に作成原子力産業協会の資料を基に作成原子力産業協会の資料を基に作成原子力産業協会の資料を基に作成

斜陽化する原子力産業
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エネルギー基本計画（エネルギー基本計画（エネルギー基本計画（エネルギー基本計画（2010年年年年
6月）では国内月）では国内月）では国内月）では国内14基の原発新基の原発新基の原発新基の原発新
増設を増設を増設を増設を2030年までにめざす年までにめざす年までにめざす年までにめざす
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韓国

原子力関連企業
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原子力白書2009より

原子力輸出体制

� 核不拡散の維持⇒二国間原子力協力協定
IAEA保障措置協定

� 輸出管理（手続きの簡略化）

� 政府のサポート（貿易保険制度・融資）

� 人材育成

� 国際原子力開発㈱設立（2010年10月）

� メーカー、電力、政府で設立

� 海外受注の一本化
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地震で１５基が停止
泊泊泊泊 3

福島第一福島第一福島第一福島第一 6666

伊方伊方伊方伊方 3
川内川内川内川内 2

玄海玄海玄海玄海 4

島根島根島根島根 2+1

敦賀敦賀敦賀敦賀 2

美浜美浜美浜美浜 3

高浜高浜高浜高浜 4

大飯大飯大飯大飯4
志賀志賀志賀志賀 2

柏崎刈羽柏崎刈羽柏崎刈羽柏崎刈羽 7

東通東通東通東通 1大間大間大間大間 +1

加圧水型原発加圧水型原発加圧水型原発加圧水型原発

総基数：54基
総出力：4,911.2万キロワット
建設中：3基、414.1万キロワット

建設中建設中建設中建設中のののの原発原発原発原発

沸騰水型原発沸騰水型原発沸騰水型原発沸騰水型原発

再処理工場再処理工場再処理工場再処理工場

再処理工場再処理工場再処理工場再処理工場

女川女川女川女川 3333

福島第二福島第二福島第二福島第二 4444

東海第二東海第二東海第二東海第二1111
東海再処理東海再処理東海再処理東海再処理

浜岡浜岡浜岡浜岡3333

計画中計画中計画中計画中のののの原発原発原発原発

浪江浪江浪江浪江・・・・小高小高小高小高

上関上関上関上関

東電東電東電東電・・・・東通東通東通東通+1+1+1+1

2011.5.20現在 原子力資料情報室作成
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地震・津波の影響を受けた原発
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18基が停止し、
19 基が定期検査中
（内２基が調整運転中）

定期検査等で停止中
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①原子力資機材・技術の移転に当たっての前提として、国、
事業者は、国際的な核不拡散体制の枠組みに沿って、各
種手続や輸出管理等を引き続き厳格かつ適切に行う。

②原子力発電利用が充実している国に対しては、上記の前
提を踏まえつつ、産業界が主体となって商業ベースにより
展開する。

③原子力発電導入の拡大期にある国に対しては、国は上記
の前提を踏まえ、安全面・人材面での協力や我が国原子
力産業の取組に対する最大限の支持を表明する等の取
組を積極的に行う。

④今後原子力発電を導入しようとしている国に対しては、国
は、相手国の体制整備状況に応じ、核不拡散体制、安全
規制体制等の整備といった点についてノウハウ等を提供
していくなどの側面支援を行うことが適切であり、上記の
前提及び当該国の具体的ニーズを踏まえつつ、その協
力に適する方策を講ずる。


